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．はじめに

株式会社の役員が受け取る給与の内，主要なものは役員報酬と役員賞与である。

従来，前者は損益計算のための「費用」として会計処理されてきており，後者は損

益計算終了後の「利益処分」すなわち利益の配分として役員に支給されてきた。近

年この役員賞与までもが「費用」として取り扱われる制度改正が行われている。こ
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の制度改正は直接的・日常業務的には多分に損益計算に関わる企業会計原則の問題

であり，また法人税負担の問題である。

しかしそれはより根本的には会社組織の本質に変化をもたらす問題でもあること

を見逃してはなるまい。なぜなら，従来「利益処分」とされてきた役員賞与が「費

用」として処理されるということは，論理的・必然的に株式会社における役員の位

置づけの変化を伴っているからである。したがって，この制度改正が株式会社の設

計思想や本質観にもたらす変化を明らかにしておく必要があろう。

近年わが国においては，商法改正を中心とする一連の会社関連法制の改正が行わ

れてきた。これによって投資や会社組織の再編が容易になり，それに欧米，特にア

メリカの会社観の影響が相俟って，投資ファンドの活動やＭ＆Ａが増大している。

その結果，株式会社の本質が改めて問い直されている。役員賞与の費用化も，この

ような動向の中の一つとして決して小さくない一石を投ずるものであろう。

本稿では役員賞与の費用化が意味する株式会社と役員との関係の変化を 察し，

これがもたらす株式会社設計思想の変化とその方向性を捉えることを目的としてい

る。したがって本稿は役員賞与の費用化を会計原則や法人税制自体の問題として

察するものではない。

．役員の範囲とその限定

Ａ．役員の範囲

会社役員の概念はこれを定めている法律の趣旨によってまちまちである。会社法

によれば，役員は株主総会で選任された取締役，会計参与および監査役である（会

社法329条）。また法人税法では，法人の取締役，執行役，監査役，理事，清算人が

役員とされ（法人税法２条の15），民法では社団法人，財団法人，その他特別の規定

に基づいて設立された法人の理事，監事又は清算人を指す（民法84条）。ここでは白

土英成氏の分類に従って役員を下記の三つのカテゴリーに分類しておこう
(1)

。

①法定の役員----取締役，監査役，執行役，会計参与，理事，監事，清算人

②見なし役員----相談役，顧問で経営に従事しているものなど

③使用人兼務役員----職制上に地位を有し，かつ常時使用人としての職務に

従事している者

Ｂ．本稿での 察対象

本稿では，これらのうちから主として取締役と監査役に着目して 察する。なぜ

なら，本稿の目的を達成するためには，各法律の挙げる役員の全てではなく，企業

経営に関わる役員の象徴とも言うべき取締役と監査役に対する賞与の取り扱い方を
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検討すれば十分と えるからである。したがって本稿で役員報酬あるいは役員賞与

と言う場合には，主としてこれら両者に対する報酬と賞与を指すものとする。

．制度改正と役員報酬概念の拡大

役員賞与が費用化されると言えば，ともすれば役員賞与の実態が変化したかのよ

うに受け取られるかもしれないが，実はそうではない。役員報酬の概念が経営状況

の変化に応じて拡大され，その結果，役員賞与が役員報酬概念に包摂されていった

のが実状である。

口火となったのは旧商法の改正である。次いでこれを受けて企業経営の損益計算

に関わる企業会計原則が見直され，最後に法人税法が改正されている。これらの改

正の経過を時系列的にたどり，その要点を確認してみよう
(2)

。なお，本稿で言う「旧

商法」とは明治23(1890)年に制定されたわが国最初の商法ではなく，2006年に会社

法が施行されるまでの商法を指す。

Ａ．旧商法の改正（平成14年５月22日成立，同15年４月１日施行）

１）平成14年の商法改正前

平成14年に旧商法が改正される以前には報酬と賞与は明確に区分されていた。役

員報酬は利益の有無と関係なく支給される「職務執行の対価」とされて，損益計算

上は「費用」として処理されてきた。他方，役員賞与は「職務執行による功労に報

いるもの」とされ，損益確定後に明確にされる「利益の分与」であり，株主総会に

於ける承認を経て支給される「利益処分」であった
(3)

。

報酬と賞与を区分する基準はその支給形態にあり，報酬として損金処理されるた

めには「定期・定額」で支給されなければならなかった
(4)

。したがって不定期で金額

不確定の賞与は費用処理の対象には含まれなかったのである。

２）平成14年の商法改正後

ａ）拡大された新「報酬」概念

平成14年の改正においてこの制度の改正の口火が切られる。そこには本稿のテー

マに関係が深い事項が二点ある。その一つが報酬概念の拡大である。この改正では

従来報酬と見なされるための条件とされていた「定期・定額」の枠がはずされて，

下記の三つのカテゴリーが新たな報酬概念として提示されている
(5)

。

①確定額報酬

②不確定金額報酬

③非金銭報酬
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特に着目すべきは上記②である。これはいわゆる業績連動型報酬を意味するもの

で，従来の認識では賞与的性格の強いものである。この新「報酬」概念が適用され

ると，賞与的給与がここに包含されることになり，報酬と賞与との区別が曖昧にな

る。ここで示された方向性は2006年に施行される会社法においてより明確にされ，

賞与を報酬に包摂して一本化する規定へと発展したようである（会社法361条）。な

お，③はいわゆる現物給与である。たとえば社宅の無償貸与がこれに当たる。

ｂ）委員会等設置会社での取り扱い

平成14年の商法改正で本稿のテーマに関係が深いいま一つの事項は「委員会等設

置会社」形態の導入と，そこにおける賞与の取り扱いである。委員会等設置会社に

於いては利益処分権限を実質的に取締役会に移すことが許容されている。しかしこ

れは取締役によってお手盛りが行われる可能性を開くものであるため，このリスク

を回避するために，利益処分としての役員賞与の支給は禁止されている（商法特例

法：第21条31の２）。したがって取締役や執行役に対して支給されるものは全て発生

時の「費用」とされ，利益の一部を賞与として支給することはできないものとされ

ている
(6)

。

このようにこのタイプの会社形態においては株式会社の本質を変化させることに

なる制度変更が見られる。要点は下記のとおりである。

①利益処分権限を株主総会から取締役会に移行することが許容されている。こ

れは株主の所有権の一部である収益権が制限されることを意味すると言えよ

う。

②役員が利益配分の対象から外されている。これは役員を株主の代理人として

の，いわば準所有者として位置づける認識の後退を意味すると言えよう。

Ｂ．企業会計原則の変更（平成16年３月９日公表）

旧商法の改正によって役員報酬概念が拡大され，その結果，役員報酬と役員賞与

を区別する意義が低下した事態を受けて，平成16年には企業会計基準委員会から実

務対応報告第13号「役員賞与の会計処理に関する当面の取り扱い」が提示されてい

る。この報告でも役員賞与はそれが発生した会計期間の費用とする原則が示されて

いる。ただし経過措置として，当面の間は従来どおり費用処理しないことも認めら

れている。

Ｃ．会社法の成立（平成17年６月29日成立，同18年５月１日施行）

旧商法などの会社関連諸法制の改正を集大成したのが会社法の制定であるが，こ
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の会社法では，前に示した旧商法269条と279条で提示されていた役員報酬概念がほ

ぼそのまま継承されている。そして役員賞与の取り扱いについては一歩進めて下記

のような抜本的な改正が行われている
(7)

。

①役員報酬と役員賞与の取り扱いの区別が廃止されて両者が共に「職務執行

に対する対価」とされ，「報酬等」という同じ概念で括られている。「報酬」

への「賞与」の完全な包摂である。

②役員賞与も役員報酬と同様，株主からではなく「会社から」受け取る「財産

上の利益」とされ，これを剰余金の処分から分離している。また支給手続も

同じとされている。

このような会社法の規定の基礎には次のような新たな え方がある
(8)

。

ａ）会社財産の社外流出を統一的に規制する。

ｂ）会社財産の社外流出は，株主に対する配当のみとする（会社法：453条）。

したがって役員に対する財産の流出はしてはならない。

なお，会社法では配当可能原資の変更が行われている。従来は期末計算による「利

益」が原資とされたが，会社法ではこの利益概念を拡大した「剰余金」という概念

が設定され，これをベースとして配当可能原資が決定される。

会社法の新しい規定の意義を本稿の視角から確認すると下記のようになろう。

①会社経営から発生する利益を株主のものとする認識が後退し，これを会社

の剰余金の一部とする認識が台頭。

②役員がもはや「株主に準ずる地位」にあるのではなく，会社という「組織

にとっての費用の発生源の一つ」とされている。

Ｄ．企業会計基準第４号（平成17年11月29日公表）

上記のような会社法の整理を受けて同年に，企業会計基準委員会から新たに「役

員賞与に関する会計基準」が公表されている。この新たな基準でも役員賞与は発生

した期間の費用として処理することが原則とされている。なお，この会計基準の公

表に伴って，前の実務対応報告第13号は廃止されている。

ちなみに，米国の会計基準でも国際基準でも，役員賞与は費用として計上するよ

う定められている
(9)

。

Ｅ．法人税法改正（平成18年）

１）改正前

平成18年の法人税法改正前には役員報酬は損金算入，他方，役員賞与は全額が損
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金不算入とされていた
(10)

。改正前には，損金に算入するか否かは支給形態で判定され

ていたため，金額不確定の役員賞与は損金不算入とされていたのである。旧商法で

言えば平成14年に改正が行われるまでの認識が法人税法では継承されていたと言え

るであろう。

２）改正後

平成18年の法人税法改正後は損金算入可能枠が拡大されている。すなわち役員に

支給される給与の内，一定の要件を充たすものは損金算入が認められることになる。

それは下記の三つの要件である（法人税法34条）。

①定期同額給与

②事前確定届け出で給与

③利益連動給与

これらの要件は従来の役員報酬以外のものにも損金算入の道を開くものであり，

画期的な改正と言えよう。ただしそれはあくまでも事前の定めにより支給時期・支

給額が定められていなければならず，事後的・恣意的会計操作による課税回避を排

除しようという強い方針は貫かれている。

役員賞与に関して言えば，それも「利益連動給与」の定義に該当しない限り損金

算入はできない。すなわち利益と連動する金額または算定方法が事前に確定してい

なければならない。このように規定されたのは，事後的・恣意的操作を排除する意

志に加えて，役員と会社の関係が委任契約によるものであることに基づく措置であ

る。「契約」ならば事前に職務執行の対価が決まっていなければならないと えられ

ているからである
(11)

。

Ｆ．報酬と賞与の概念および要件の変遷

企業会計原則や法人税法が見直される際に伝統的に依拠されてきた旧商法と会社

法での規定に沿って，報酬と賞与の概念および要件の変遷を確認しておこう。

１）明治32年から平成14年まで

ａ）報酬： 職務執行の対価

利益の有無とは無関係に定期・定額で支給される。

ｂ）賞与： 利益を上げた功労に報いるもので，株主から受ける利益分与

利益に連動して支給される。金額は不確定。

２）平成14年から平成17年まで

ａ）報酬： 利益連動型の給与も含むように概念が拡大される。

ｂ）賞与： 報酬概念が拡大された結果，報酬との差異が縮小。
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３）平成17年以降

賞与が報酬に包摂され，報酬に一本化される。

両者ともに職務執行の対価で，しかも株主からではなく会社から与えられ

るものとされる。

．制度改正前の役員の地位

Ａ．株式会社と役員の関係

１）会社法上の地位＝役員は委任関係による受任者

株式会社と役員の関係は旧商法の時代から委任に関する規定に従うとされており，

この関係は現在施行されている会社法にも継承されている（会社法330条）。委任に

関する規定は民法の643条から656条に定められているが，株式会社に於いて役員が

使用人と決定的に異なる点はここにある。役員が会社と委任関係で結ばれた受任者

であるのに対し，使用人は会社とは雇用関係で結ばれた被雇用者である。

したがって，役員は株主によって選任され会社の機関として機能する。そのため

役員の内でも特に取締役は会社の日常業務の意思決定を行い，その職務遂行は善管

注意を尽くしたものでなければならない
(12)

。これに対して使用人の場合は，その雇用

に株主は直接には関与せず，日常業務の遂行においても，使用人は業務上の上司の

指示・命令に忠実に従えばよい。このように役員は会社組織においては使用人とは

全く異質の存在である。そのため使用人が役員に就任する際には，その人はいった

ん退職して会社との雇用関係を断ち，しかる後に改めて会社からの受任者として役

員に就任しなければならない。

この法律形式上の隔たりは欧米に於いては日常的にもかなり明確に認識されてい

るようだが，わが国に於いては必ずしもそうではなく，むしろ希薄だと言えよう。

あえて通俗的な言い方をするならば，欧米においては，使用人の昇進を える際，

原則として役員の地位は対象に含まれていない。これに対して，わが国においては

役員という地位も経営組織内の連続した昇進階段の延長上にあり，役員就任は部長

職の次のランクへの昇進であって，いわゆる出世の「上がり」ととらえられている

のが日常的な認識ではなかろうか。

この種の認識は法律の定める形式とは少なからずずれているものの，わが国の会

社経営の実態を理解する上では軽視できないものである。この認識の差はやはり会

社観，経営組織観の違いに起因するものであろう。欧米では会社を出資者のものと

する認識が強いのに対して，わが国では会社を複数のステイクホルダーのものと

える傾向が強く，特に従業員がその所属する会社を「自分達のもの」と見なす認識
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は根強くある。日常の組織管理においても，欧米の企業に比べれば概してわが国の

企業においては労使関係を敵対的なものにせず，安定的な協力関係が形成されるよ

うに配慮がなされ，また，役員の選任においても外部にこれを求めるのではなく，

いわゆる生え抜きを尊重する傾向があると言えるのではなかろうか。

２）会計処理基準と法人税基準から見た従来の地位：二面性

前に確認したとおり，株式会社の役員に対して支給される経済的価値は利益配分

としてのものと費用とされるものとから構成されている。同一人が全く意味あいの

異なる二とおりの経済的価値を受け取っているということは，役員が会社にとって

二つの顔を持つ存在だからであると言うことができよう。一つの側面は会社から経

営を委任された受任者で，株主に次ぐいわば準所有者としての地位である。もう一

つの側面は使用人（被雇用者）と同じ立場である。なぜなら，その受け取る報酬が

使用人の受け取る賃金と同じ費用として会計処理をされているからである。

このようにこの度の制度改正がなされるまでは，わが国の役員は既に二面性を併

せ持つ不思議な存在だったと言えよう。そのため自ら被雇用者的側面を持ちながら

も，使用人（被雇用者）に対しては，会社からの受任者の立場で雇用者としても活

動しているのである。

３）使用人兼務役員

わが国における役員のいま一つの特徴は使用人を兼務する役員が多いことであろ

う。例えば「取締役〇〇部長」あるいは「取締役執行役員」などである。これらの

使用人兼務役員の場合，使用人を兼務しない役員に比べて，支給される給与のうち

の費用処理される割合はいっそう高くなる。すなわち被雇用者的性格がより強いと

言うことができよう。ちなみにわが国の株式会社に使用人兼務役員が多い理由の一

つは，取締役に支払う給与の内の損金処理部分を増やして節税するためだとも言わ

れている
(13)

。

Ｂ．制度のベースとしての社員権説

１）所有権を根拠とする利益の配分

度重なる改正によって会社法を支える基礎的認識も変わりつつあるが，その基礎

にある中核的認識はやはりまだ所有権をベースとしていると言うことができよう。

制度改正前後の違いをより明確にするために，先ず制度改正前の利益処分に対する

基本認識を確認しておこう。

株主総会で決議される利益処分とは，株主に帰属する利益の株主の意志による配

分である。私有財産制を基礎とする社会において利益の配分を受ける権利の最大の
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根拠は所有権にある
(14)

。所有権の内容はその所有物の使用，収益および処分をする権

利である（民法：第206条）。これを会社経営に即して言い換えれば，会社を経営す

る権利，実現した利益を獲得する権利および会社財産を売却などによって処分する

権利はいずれも会社の所有者にある，ということになろう。

２）社員権説の要点

会社財産の所有者は法律形式上は法人たる会社自身である。しかし法人といえど

も人間が関与しなければ会社は機能しない。そこで会社は社団であるという前提と

所有権の発想から，株主には会社に対する社員権（社団の構成員としての地位）が

あると えられてきた。この社員権が実質的には所有権に相当するという意味で，

株主を会社の所有者と呼ぶのがこれまでの通説である。そしてこの説を，株式会社

の本質に関する諸説の中の一つとしての社員権説という
(15)

。

この通説の論理に則って言えば，役員が利益の分与に与ることができるのは，委

任に基づいて株主の代理人として行動する役員には，いわば準所有者的な地位があ

ると見なされているからであろう。株主が所有権に基づいて配当を受け取る収益権

に準ずる権利が役員にもあると想定されていると えられる。

．制度改正後の役員の地位

Ａ．費用の本質

本稿において役員賞与の費用化を会社経営上の重要問題と えるのは，役員賞与

が利益配分とされる場合と費用とされる場合とでは経営的に全く異なるものとなる

からである。

費用の本質は，何かを獲得するために放棄しなければならない犠牲である
(16)

。組織

的観点から見れば，費用とは，何かを組織内に取り込むために，その見返りとして

組織外に放出しなければならないものと言うことができよう。企業会計に即して言

うならば，企業内に新たな経済価値を取り込むために，すなわち収益を獲得するた

めに企業外に放出される経済価値が費用であろう。

企業会計制度と法人税法とでは明らかにしようとする目標がそれぞれ異なるため

に，前者の言う費用と後者の言う損金との間には多少のズレがある。しかし，両者

共に「何かを獲得するために放棄しなければならない犠牲」という点では共通して

いると えて差し支えあるまい。役員が経営にとっての費用の発生源とされること

が大きな意味をもっている。なぜなら，会社という組織にとって役員が使用人（被

雇用者）と同じカテゴリーにあるものにすぎないことを意味するからである。次節

で詳しく見てみよう。
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Ｂ．役員賞与の費用性

前に確認したとおり，役員賞与が費用化されるに至る直接的要因としては主とし

て下記の二つの要因があった。

①業績連動型報酬の出現とその増大

②業界からの費用化要求

アメリカにおいてはおよそ1980年代後半から1990年代にかけて，またわが国にお

いては1990年代に企業業績の低迷から脱出することを主たる目的として会社の経営

者にインセンティブの強い報酬制度，具体的には業績連動型報酬が導入された。そ

のために，「定期・定額」という伝統的な条件を打破して役員報酬概念が拡大されざ

るをえなくなり，役員賞与がその中に包摂されるという事態が生じた。その結果，

従来のように役員報酬と役員賞与とを明確に区別して取り扱う意義が低下し，役員

賞与までも費用化する制度改正がなされたと言われている
(17)

。

ではなぜ「役員賞与の費用化」でなければならなかったのだろうか。 え方によ

っては役員報酬の内容が役員賞与に接近したとも言えるので，形式論理的には逆に

役員報酬も役員賞与と共に「利益配分」として支給することもあり得る。もちろん

これは企業の税負担増をもたらすので，実際には業界からも反対されて実現はしな

いであろう。しかしこのような政治的な理由よりも，ここにはもっと根本的な理由

があるように思われる。それは役員を会社組織にとっての準所有者ではなく費用発

生要因とみなす会社観が台頭しているからではなかろうか。

Ｃ．株式会社と役員の関係

役員賞与の費用化は株式会社と役員との関係に対してどのような変化をもたらす

のであろうか。順を追って論理的に検討してみよう。

先ず第一に，役員賞与が費用として会計処理されるということは，役員賞与が従

来のように損益計算後の利益分与とされるのではなく，損益計算前における経済的

価値の会社組織外への流出と見なされるようになることを意味する。「資本等取引」

から「損益取引」への変更である。

第二に，損益計算前の組織外への価値流出と見なされるということは役員賞与が

使用人に対する賃金と同じ扱いを受けることを意味する。使用人への賃金は従来か

ら費用として会計処理されているが，それは株式会社にとって使用人が所有とは無

関係の組織外の要素と位置づけられているからであろう。

したがって第三に，役員賞与までが費用として扱われるようになる制度改正は，

意図されているか否かにかかわらず，結果としては，役員の有していた準所有者的
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な地位をほぼ 奪することを意味するものだと言えよう。そして逆に，使用人に類

する被雇用者的性格をより強めるものだと言えるのではなかろうか。

ただ，会社法においては役員と会社の関係は従来どおり委任関係であるとする条

文が残されている（会社法：第330条）。会社が大規模化し，経営に高度な専門知識

が要求されるようになると，他者への委任によらず株主が経営の日常業務に直接携

わることはまず不可能である。しかも専門経営者との関係を一挙に雇用関係に移行

すれば彼らに善管注意義務などを問えなくなるために，経営のリスクが大きくなり

すぎるからであろう。そのため法律形式上は委任関係を維持してリスクを最小限に

抑えながら，他方では役員の被雇用者的な性格を強化して節税を図ると同時に，企

業価値の測定基準に修正を加えるという動きが生じているということではあるまい

か。

．関連する制度改正と新しい概念：役員コスト

Ａ．配当決定権の移管

１）株主総会から取締役会への移管

監査役設置タイプの株式会社においては剰余金の配当決定権を株主総会から取締

役会に移管することが出来るようになっている。これには下記の二つのレベルがあ

る。各条項の主旨を挙げてみよう。

①剰余金の配当などを株主総会に加えて取締役会でも決定できる旨を定款に

定めることができる（会社法第459条第１項）。

②上記の規定によって定款の定めがある場合，株式会社は剰余金の配当など

を株主総会決議で定められない旨を定款で定めることができる（会社法第

460条第1項）。

①は取締役の権限拡大を意味するものであり，②はさらに株主の権限縮小にまで

踏み込むことを意味する。もちろんこれらは無条件では導入できない。取締役の任

期を一年に短縮した上で，毎年の事業報告において配当方針を株主に明示する必要

がある。権限強化と引き替えに取締役の説明責任は重くなるのである。また，定款

変更には，株主総会出席議決権の３分の２以上の賛成が必要であるため，これの導

入時にも株主に対して説得力のある根拠を示すことが不可欠である。

２）配当決定権移管の意義

利益は所有者のものであるという立場に立てば，その配分である配当の決定権は

株主にあるので，配当の決定ができるのは株主総会でのみだということになる。し

たがってこの配当決定権の取締役会への移管を可能にした改正は明らかに株主権限
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の縮小を示す事例の一つである。すなわち，株式会社を社員権説的 えに基づいて

設計する認識の後退を意味するものであると言えよう。そして通例，年一回しか開

かれない株主総会から随時開会可能な取締役会に権限が移管されるということは株

式会社の経営におけるスピードを重視し，機動的な経営を志向する傾向の現れと

えられる。

Ｂ．役員報酬の開示

近年，株主への情報開示を推進するという観点から，役員報酬の開示も実現しつ

つある。2003年に企業内容等の開示に関する内閣府令が改正されたことを受けて，

2004年３月期の決算から役員報酬が有価証券報告書に記載されるようになった。

もし仮に役員報酬がプライベートなものであると えられていれば開示の必要は

ない
(18)

。したがって，従来の役員賞与も含めて役員報酬が開示されるようになったと

いうことは，これを株主と役員間の私的な受け渡しとみなしたり，あるいは役員の

私的な収入とみなす認識が後退し，逆にこれを公的性格の強いものとする認識が台

頭していることを意味するであろう。これは役員賞与を株主に帰属する会社利益の，

株主による私的分与とみなす認識が後退していることと軌を一にするものと えて

差し支えあるまい。

いま一歩踏み込んで 察してみよう。役員報酬には何ゆえに公的な性格があると

されるのであろうか。そのヒントは使用人に対する賃金（人件費）の取り扱いにあ

る。人件費が公開されているのはそれが経営の損益計算を明らかにするために不可

欠な費用として投資家や債権者に知らしめるべきものだからである。同様に，今や

費用として処理されることになった役員報酬の額も投資家や債権者に知らしめるべ

きものと えられるようになっているのである。これは役員が会社経営における費

用発生源の一つとみなされつつあるからに他ならない。会社と役員との関係の大き

な変化である。

Ｃ．社員権否認的な株式会社観

株式会社の中でも，小規模で，いわゆる所有と経営の分離が進展していないタイ

プの株式会社の場合には のＢで取り上げた社員権説は有効だと言うことができよ

う。しかし，所有と経営が分離し，株式が公開されていて，多くの投資家の投資の

対象となるような株式会社に対しては社員権説は必ずしも有効ではないのではなか

ろうか。役員賞与の費用化が推進される動向の基底にある株式会社観を探っていく

と，そこには社員権説的株式会社観の後退を意味する株式会社観の台頭が見られる
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のではないだろうか。

やや時代をさかのぼるが，わが国にはかつて株式あるいは株式会社の本質に関す

るレベルの高い論争があった。社員権説と，これを否定する立場からの諸説との間

の論争である。これらは今日の株式会社の設計思想の動向を見定める上で有益であ

ると思われるので，ここに主要な説の要旨を挙げておこう
(19)

。社員権説の主旨は前に

紹介したので，ここではこれを否定する立場から唱えられた説のみを取り上げる。

いずれも，所有と経営が分離した株式会社の本質は何であるかを究明しようとした

学説である。

１）社員権否認論
(20)

田中耕太郎

従来共益権として説明されてきた議決権を中心とする権利を会社の機関としての

権限に過ぎないものとし，議決権を所有で説明しない。「機関としての権限」とは，

取締役会における取締役の議決権のように，会社に対する一種の職務遂行ないし責

務を意味し，固有の権利性を否定する概念である。そしてこの共益権を除外した権

利（利益配当請求権他）を社員としての地位たる株式とした。ここでは共益権と自

益権を統括する社員権という概念が否定されている。

２）株式債権論
(21)

松田二郎

これも所有と経営の分離が進展した事態を背景とするもので，社員権否認論をさ

らに押し進めた説である。田中氏が社員としての地位とした自益権を直截に私権と

しての利益配当請求権ないし金銭債権とし，他方で株主の共益権は国家における参

政権に相当する公権の一種とした。議決権は田中氏が指摘したような権限ではなく

権利であるが，それは会社のために行使されるべきものであり，株式を取得すれば

当然に付与される人格権的権利であるとした。そのため共益権と自益権を合わせて

社員権とすることも無意義とする。企業経営の職分を実質的に奪われて単なる収益

者となった株主は企業所有者の名称を与えるよりもむしろ債権者とした方が実態に

即しているという認識で，株式を所有で説明せず，従って会社は株主のものとも

えられていない。

３）株式会社財団論
(22)

八木弘

社員権否認論や株式債権論を極限まで押し進めた理論である。株式会社を社団，

すなわち人的結合とすることは困難であり，物的結合すなわち営利財団法人と見な

すべきとした。つまり株式会社はモノの管理団体であるとしたのである。所有と経

営の分離，株主総会の権限の制限，株主の新株引き受け権の否認，議決権のない株
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式の是認といった状況を背景としている。

このような状況からは株式会社を人的結合として把握することが困難であると

え，株式会社は株式資本という基金ないしファンドに法人格が付与されたもので，

これを一定の事業を行い，そこで得た利益を出資者に分配することを目的とする営

利財団法人と見なした。株式会社の本質は出資者が提供した資産の管理団体であり，

株式の引き受けは単なる出資行為，投資契約に過ぎないとした。ちなみに，社員権

論によると株式の引き受け行為は社団への入社行為である。株式会社財団論では議

決権を中心とする共益権も株主の利益保護のために法が特に認めた権利という政策

的な権利とされている。つまりこの説では株主総会は投資家保護のための集会に過

ぎないのである。

．おわりに

何を経営のコストと見なすかということは，組織の本質に直接関わる重大な問題

である。本稿では，従来，利益の配分とされていた役員賞与が今後は経営の費用と

される制度変更の背後にある株式会社設計思想の変化を 察してきた。最後にその

意義を総括してみよう。

１）これまで役員は，費用とされず損金算入もされない経済的価値を株主から賞

与として受け取っていた。しかし今後は，それが費用とされ損金算入されることに

なる。言い換えれば，役員賞与の支給は，これまでは組織にとって損益決定後の価

値流出であり，配当と同じく利益処分という扱いであった。しかし今後はこれが損

益決定前の価値流出とされる。このような位置づけの変化が生じた直接的契機は報

酬の業績連動化の進展であり，その結果としての役員報酬への役員賞与の包摂であ

る。

２）これまでの役員は会社とは委任契約で結ばれる関係にあり，会社所有者たる

株主の代理人として，いわば準所有者的存在であった。今後とも会社との委任関係

は継続されるが，しかし会社組織内の位置づけは使用人（被雇用者）により接近し

たものとなり，株式会社設計において従来よりもいっそう外部的要因として位置づ

けられることになろう。

３）多分にアメリカからの働きかけが推進力になっていると思われるが，この会

社観では会社を投資の対象として捉える発想が従来よりも顕著になっていることが

指摘できよう。

ａ）投資の対象としてみれば，資本効率が基本的な評価基準となる。資本効率

を測定するためにはキャッシュフローの流入と流出を明確にしなければならない。
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ちなみに，決算報告書の一つとしてキャッシュフロー計算書がつけ加えられたの

もこのような動向を示す事例ではなかろうか。

ｂ）キャッシュフローで投資効率を測定する場合，その流出は会社組織にとっ

てはマイナスでありコストである。人へのキャッシュの流出で従来から取り扱い

が明確なのが使用人（被雇用者）への流出であり，これはすでに人件費として処

理されてきた。

ｃ）会社組織を資本効率の視角から見れば，役員への支給も，その支給形態の

如何にかかわらず，キャッシュの流出であることに変わりはない。そのため，こ

れを費用とするのが合理的判断とされるのであろう。したがって，この度の制度

改正は，いわば「役員コスト」とも言うべき発想に基づく対応と えられる。

４）「役員コスト」という概念をより明確に位置づけるためには，近年しばしば強

調される資本コスト，株主価値，企業価値などの概念との関係を明確にする必要が

あろう。Ｍ＆Ａなどに際してこれらの諸概念が強調される時には，株主による会社

支配の正当性が主張されるので，一見，株主主権論と同根の主張だと思われがちで

ある。しかし，その論理と目的には少なからぬ違いがあるように思われる。株主主

権論が株主による経営を前提としているのに対し，上記の諸概念が強調される際に

は，通例所有と経営の分離が前提とされている。また，株主の期待する，あるいは

受け取るキャッシュフローまでもが株式会社経営にとってはコストとみなされるか

らである。これらの研究は今後の課題としたい。

注

⑴ 杉田宗久，備後弘子，改正役員給与の税務，清文社，平成18年，10～11頁。ならびに
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13年，286～287頁参照）。

役員賞与を「利益処分」とする制度の淵源と法的整備は大略下記のとおりである。
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武田隆二氏によれば，その淵源は江戸時代初期における商家の利益分配法である「三

ツ割」制度に遡ることができるという。これは利益金を内部留保，配当および賞与の三

者に分配する仕組みである。

明治以降は下記のような経過を経て近代会計制度の中に引き継がれてきた。

明治32年（1899年）：純益から賞与を支給する場合は損金不算入とする。

明治33年（1900年）：行政裁判所において役員賞与の損金不算入の判決が下る。

昭和34年（1959年）：法律レベルで役員賞与の損金不算入が規定される。
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（武田隆二，法人税法精説，平成５年版，森山書店，1998年，486ページ，および太田麻

紀，「わが国の役員賞与課税制度の現状と課題」，成蹊大学経済学部論集，第30巻第１

号，1999年，205～207ページ参照）

⑷ 法人税法34条１項および杉田宗久，備後弘子，前掲書，７頁。

⑸ 旧商法第269条第１項第１号から３号参照。

⑹ 商法特例法，第21条31の２。 なお会社法にはこのことは明記されていないが，この

規定が継承されているものと解釈されている。

⑺ 会社法：361条，および387条，452条。

⑻ 岸田雅雄「剰余金の配当規制」，ならびに尾崎安央「株主持分変動計算書・役員賞与・

決算公告等」，中央経済社編，新「会社法」詳解，企業会計特別保存版，平成17年，174～188

頁参照。

⑼ 日本経済新聞，2005年12月23日。 ならびに谷川喜美江，「我が国雇用慣行の変化と税

制に関する理論的検証」，千葉商大論叢，第40巻第４号，2003年３月，311頁参照。

これは明治32年の法人課税以来行われてきた制度である。 武田昌輔，前掲論文

63～65頁参照。 菅原美帆，「わが国の法人税法における役員賞与課税に関する一

察」，聖学院大学総合研究所紀要，第30号，2004年，373頁参照。

杉田宗久，備後弘子， 前掲書，35頁。

取締役の善管注意義務を定める法的根拠は次のとおりである。

民法：第644条，会社法：第330条，355条，423条

江頭憲治郎他，「取締役の報酬規制（５）」，商事法務92号，2001年11月参照。

なお，会社法では定款自治が明確にされているので，所有権が必ずしも絶対的な根拠

ではなくなっている。

社員権説とは，株式会社の本質に関する学説のうちの最も伝統的な見解とも言うべき

ものである。株式を変形された所有と理解し，株主を会社の実質的な所有者とする。株

式には支配権能（共益権）と利益権能（自益権）があり，これら様々な権利の源泉とし

ての株主の地位を社員権（社団の構成員としての地位）とする。株式会社法を所有と契

約という私的な世界で説明する所に特徴がある。社員権論によると株式の引き受け行為

は社団への入社行為である（上村達男，会社法改革－公開株式会社法の構想，2002年，

岩波書店，51頁参照）。

武田隆二，前掲書，71～72頁参照。

菅原美帆，前掲論文，393～394頁参照。

ちなみに，租税の直間比率を見た場合，欧米では直接税の比率がわが国のそれに比べ

て低いのは所得をプライベートなもの，すなわち他人がのぞき見るべきものではないと

いう認識が強いからだと言われている。
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